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はじめに

　本章では，第1章で議論した地域間産業連関表（地域間表）の作成方法に基づき，
実際に2015年アジア国際産業連関表（2015年アジア表，簡易延長表1））の日本部
分を8つの国内地域（地方）に分割し，実際に2015年日本アジア国際間地域間産
業連関表（2015年日アジア国際間地域間表）を作成する。
　以下では，まず2015年日アジア国際間地域間表の概要について説明した後，
その作成方法について述べる。

2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の概要1

　最初に，本研究で作成する2015年日アジア国際間地域間表の概要について説
明する。
　本研究で作成する2015年日アジア国際間地域間表は，桑森・玉村（2022）において
作成した2015年アジア表の日本部分を8つの国内地域（地方）に分割することにより
作成される。そのため，まずはもととなる2015年アジア表のレイアウトを確認しておく。

2015年日本アジア国際間地域間産
業連関表の作成

桑森　啓・玉村 千治

第2章

1）�「簡易延長表」とは，時間と費用のかかる網羅的な統計調査を実施して作成された過去（直近）の産
業連関表をベースにして時間的に延長（更新）した表であって，調査を行わず簡易な慣用的推計方法
で必要統計データを年次的に更新して推計される産業連関表のことを指す。
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　図2-1は，2015年アジア表のレイアウトを示したものである。図に示される通り，
2015年アジア表は，アジア太平洋の10カ国・地域（インドネシア，マレーシア，フィリピ
ン，シンガポール，タイ，中国，台湾，韓国，日本，米国）を対象国（内生国）として作成
されている。また，これら内生国と重要な貿易相手と考えられる香港，インド，その他
世界の3カ国・地域が外生国として存在し，各内生国との貿易取引が計上されている2）。
　図2-1のアジア表をもとにして作成される2015年日アジア国際間地域間表のレイ
アウトを示したものが図2-2である。図2-2と図2-1を比較すると，図2-1では1つの国
全体として計上されていた日本について，図2-2では，8つの国内地域（地方）に分
割されており，日本の各地方と他の内生国・地域との取引が詳細に記述されている
ことがわかる（8つの地方の定義については後述）。日本部分が国内地域に分割されて
いる一方で，アジア表では内生国として独立に計上されていた東南アジア5カ国（イ
ンドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイ）は，日アジア国際間地域間
表ではASEAN5としてひとつの地域に集計されている。同様に，外生国・地域につ
いても，アジア表では独立して計上されていた香港およびインドは，日アジア国際
間地域間表では「その他世界」に含まれている。これは，本研究で作成する国際間
地域間表の作成はあまり前例がなく試表的（trial）な性格があり，その作成には困難
が伴うと予想されることや，後述するように多くの情報や労力が必要となることから，
表の意義を失わない程度に簡略化することもやむを得ないと判断したためである。
　その他の点も含め，作成する2015年日アジア国際間地域間表の概要をまとめ
たものが，表2-1である2）。対象年を2015年とした理由は，もととなるアジア表が
2015年を対象としていることに加え，表2-2に示される通り，都道府県産業連関表
をはじめとして，推計に必要となる統計情報の多くが2015年を対象として作成され
ているためである。上述した対象年や対象国・地域，日本の国内地域数のほか，産
業部門（内生部門）数は，2015年アジア表の16部門とした（部門分類については，補
章表S-1参照）。また，外生部門（最終需要項目および付加価値項目）は，最終需要合
計および付加価値合計の各1項目のみとした。アジア表では，最終需要，付加価値
ともに，それぞれ4項目に分かれているが，最終需要に含まれる「在庫変動」や付
加価値に含まれる「営業余剰」にはマイナス値が多く，RASなどの反復計算（iteration）

2）各国の統計機関などとの共同研究として作成されていた2005年までのアジア表では，これら3カ国・
地域に加えて，EUも外生地域として計上されている。
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第2章　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成
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による調整を行う場合に計算が収束せず推計結果に歪みが生じる可能性がある。そ
のため，日アジア国際間地域間表ではこれら外生部門を1項目に統合して可能な限
りマイナス値を少なくし，調整による歪みが生じることを回避することとした3）。

2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成手順2

　本節では，2015年日アジア国際間地域間表の作成手順について詳述する。図

2-1のアジア表を用いた図2-2の日アジア国際間地域間表の作成は，おおよそ以
下の9つのステップに分けて行われる。

（1）都道府県産業連関表（都道府県表）の収集・推計・加工
（2）部門別相手国・地域別輸入マトリクスの作成
（3）部門別相手国・地域別輸出マトリクスの作成
（4）部門別相手地域（都道府県）別移入マトリクスの作成
（5）都道府県間産業連関表（都道府県間表）の作成
（6）各種マージンの推計と剥ぎ取り
（7）日本円から米ドルへの変換
（8）地域間表（8地方）への統合
（9）地域間表とアジア表の連結

表2-1　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の概要

（出所）筆者作成。

対象年 2015年
対象（内生）国・地域 6カ国・地域
外生国・地域 1地域
日本の国内地域 8地方
産業（内生）部門数 16部門
最終需要項目数 1項目（最終需要合計）
付加価値項目数 1項目（付加価値合計）

3）桑森（2022）では，マイナス値が存在する場合の延長推計の方法について検討を行っている。
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　図2-2に示される通り，本研究で作成する表は，最終的に日本を8つの国内地域（地
方）に分割したものであるが，分割のためには，各地方の域内取引や地域間取引に
関する情報が必要となる。しかし，各地方レベルの産業連関表や地域間取引に関す
る情報はほとんど存在しないため，直接日本部分を8つの地方に分割することは難
しい。一方で，日本では基本的な行政単位である都道府県レベルの産業連関表は多
くの自治体で作成されており，また都道府県間の地域間交易や対外貿易に関する情
報も比較的得やすい。したがって，まず47の都道府県の産業連関表を連結して都
道府県間表を作成した上で，8地方に統合して地域間表を作成し，アジア表に埋め
込むという手順を踏むこととした。以下では，各段階で行う作業について説明する。

2-1. 都道府県産業連関表（都道府県表）の収集・推計・加工
　表2-2は，各都道府県表の作成状況を示したものである。この表より，奈良県
を除く46都道府県について，本研究の対象年である2015年の産業連関表が利用
可能であることがわかる。奈良県については，2011年の表しか作成されていな
いため，2015年の表を延長推計した（延長推計の詳細については，本章末尾の補論
「2015年奈良県産業連関表の延長推計」を参照のこと）。
　表2-2に示される通り，各都道府県の表は部門数や他地域との交易（移出入，
輸出入）の計上方法が異なっている。そのため直接連結することはできず，形式
を統一する必要がある。そこで，まず都道県表を図2-3に示される16部門の競争
型（競争移入および競争輸入）の表に統合する。
　図2-3では，他の都道府県への移出と他の都道府県からの移入および他国への
輸出と他国からの輸入がそれぞれ分離して計上されているが，実際には，表2-2

に示される通り，17の県においては移出と輸出および移入と輸入が分離されて
おらず，移出と輸出，移入と輸入が合計された「移輸出」および「移輸入」とし
て計上されている。しかし，国際間地域間表を作成するためには，都道府県表か
ら移出と輸出および移入と輸入を分離し，他の都道府県との都道府県間交易マト
リクスおよび他国（国外地域）との貿易マトリクスを作成して連結する必要がある。
したがって，これらの県については，財務省が作成・公表している税関統計を利
用して，以下の手順により移出と輸出および移入と輸入を分離する。
　①�　税関統計より，地方税関（本関・支署）別の品目別（HS9桁レベル）・相手国・
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表2-2　各都道府県における産業連関表の作成状況

番号（注） 都道府県名 対象年 産業部門数 移出入と輸出入の分離�
01 北海道 2015 105 分離
02 青森県 2015 107 分離
03 岩手県 2015 187 非分離
04 宮城県 2015 101 非分離
05 秋田県 2015 107 非分離
06 山形県 2015 107 非分離
07 福島県 2015 105 分離
08 茨城県 2015 107 分離
09 栃木県 2015 102 分離
10 群馬県 2015 107 分離
11 埼玉県 2015 107 分離
12 千葉県 2015 185 分離
13 東京都 2015 182 分離
14 神奈川県 2015 187 分離
15 新潟県 2015 175 分離
16 富山県 2015 187 非分離
17 石川県 2015 187 非分離
18 福井県 2015 103 非分離
19 山梨県 2015 187 分離
20 長野県 2015 107 分離
21 岐阜県 2015 187 分離
22 静岡県 2015 108 分離
23 愛知県 2015 186 分離
24 三重県 2015 185 分離
25 滋賀県 2015 107 分離�
26 京都府 2015 105 分離
27 大阪府 2015 187 分離
28 兵庫県 2015 185 分離
29 奈良県 2011 108 分離
30 和歌山県 2015 187 非分離
31 鳥取県 2015 107 非分離
32 島根県 2015 97 非分離
33 岡山県 2015 187 非分離
34 広島県 2015 107 非分離
35 山口県 2015 107 分離
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地域別の輸出入額のデータが得られるため，処理の対象となる県（17県）に
所在する地方税関（表2-3参照）における輸出入額を抽出して合計すること
により，県の品目別（HS9桁）の輸出入額を求める。

　②�　貿易品目コード（HS�9桁）と日アジア国際間地域間表の部門分類（16部門）
との対応表（コード・コンバータ）を作成し，①で得られた輸出入額を16部
門へと集計し，部門別輸出ベクトルおよび部門別輸入ベクトルを作成する。

　③�　②で得られた部門別輸出ベクトルおよび部門別輸入ベクトルを，対象とな
る県の表における移輸出ベクトルおよび移輸入ベクトルから差し引くことに
より，移出と輸出および移入と輸入を分離する。

　なお，税関統計には，「0000.00-190�再輸出入品」が計上されている場合があ
り，各県の公表する輸出入統計にも再輸出および再輸入を含む金額が輸出入額と
して報告されている4）。一方で，アジア表においては，貿易額の計上は原産地主
義を採っているため再輸出（再輸入）は除外することになっており，16部門分
類でも対応する部門が存在しない。したがって，本研究ではアジア表のルールに

（注）番号は総務省による都道府県番号である。
（出所）各都道府県産業連関表より筆者作成。

番号（注） 都道府県名 対象年 産業部門数 移出入と輸出入の分離�
36 徳島県 2015 107 分離
37 香川県 2015 107 非分離
38 愛媛県 2015 187 分離
39 高知県 2015 107 分離
40 福岡県 2015 106 非分離
41 佐賀県 2015 107 非分離
42 長崎県 2015 107 分離
43 熊本県 2015 105 分離
44 大分県 2015 104 非分離
45 宮崎県 2015 107 非分離
46 鹿児島県 2015 106 分離

47 沖縄県 2015
458（行）

分離
367（列）

表2-2　各都道府県における産業連関表の作成状況（続き）

4）2015年の宮城県の輸出を例に取ると，再輸出品の占めるシェアは輸出全体の0.75％程度となっており，
再輸出の除外が全体に及ぼす影響は小さいと考えられる。
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従って，再輸出入品は集計から除外する。以上の作業により，47都道府県のす
べてについて，図2-3に示されるような移出と輸出および移入と輸入を分離した
競争型の都道府県表を作成することができる。

2-2. 部門別相手国・地域別輸入マトリクスの作成
　図2-3の競争型の都道府県表では，他の国内地域（都道府県）との取引（移出入）
や他の国・地域との取引はそれぞれ1本の列ベクトル（移出，移入（控除），輸出，
輸入（控除））として計上されている。しかし，図2-2に示される日アジア国際間
地域間表を作成するためには，これらのベクトルを需要先（産業および最終需要）
別かつ相手国・地域別に分割した交易マトリクスを作成する必要がある。そこで，
まず輸入ベクトルを需要先かつ相手国・地域別に分割して，図2-4に示されるよ
うな部門別相手国・地域別輸入マトリクスを作成する。
　最初に，輸入ベクトル（列ベクトル）を需要先別の輸入マトリクスに変換する。
各都道府県が輸入した財が，域内のどの産業および最終需要にどれだけ需要され
たかという輸入財の需要構造に関する情報を得ることは，特別調査を実施しない
限り不可能であるため，本研究では第1章で議論したチェネリー＝モーゼス・モ
デルの地域間取引に関する仮定を国際貿易にも適用して「輸入財と国産財の需要
構造は同一である」と仮定し5），（2.1）式に示される通り，競争型表の内生部門（産
業）と最終需要部門の合計値に占める各内生部門および最終需要部門のシェアを

図2-3　競争型都道府県産業連関表のレイアウト

中間取引
（16部門）

域内
最終
需要

移出
移入

（控除）
輸出

輸入
（控除）

域内
生産額

付加価値

域内生産額

（出所）筆者作成。

5）Moses（1955,�807）。
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各産業の輸入財の需要構造とみなして，輸入ベクトルにおける各産業の輸入額を
乗じることにより各部門間の輸入財の取引額を求め，輸入マトリクスを作成する。

　（2.1）　mij
Jl�=�

zij
Jl

∑ j zij
Jl+fi

Jl�×�mi
Jl　および　mif

Jl =�
fi

Jl

∑ j zij
Jl+fi

Jl�×�mi
Jl

　　Jl ：�日本の都道府県（ l=1,2,…,47）
　　mij

Jl�：��日本の都道府県J lにおける産業 jの海外の産業 iからの輸入額（ i ,� j=�
1,2,…,16;� l  =1,2,…,47）。

　　mif
Jl�：��日本の都道府県J lにおける最終需要部門 fの海外の産業 iからの輸入額
（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　　zij
Jl�：��日本の都道府県 J lにおける産業 jの産業 iからの投入額（ i ,� j=1,2,…,�

図2-4　部門別・相手国・地域別輸入マトリクスの作成

域内中間取引
（16部門）

域内
最終
需要

移出
移入

（控除）
輸出

域内
生産額

ASEAN5からの輸入
（16部門）

中国からの輸入
（16部門）

台湾からの輸入
（16部門）

韓国からの輸入
（16部門）

米国からの輸入
（16部門）

その他世界からの輸入
（16部門）

付加価値

域内生産額

（出所）筆者作成。
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16;� l=1,2,…,47）。
　　fi

Jl�：��日本の都道府県Jlにおける産業 iの最終需要額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）
　　mi

Jl�：��日本の都道府県J lの海外の産業 iからの輸入額（i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　次に，競争型表から分離した輸入マトリクスを相手国・地域別に分割する。こ
こでもチェネリー＝モーゼス・モデルの地域間取引に関する仮定を国際貿易に適
用し，「輸入財の需要構造は，相手国に関わらず同一である」と仮定して，以下
の（2.2）式により，各部門の輸入額を相手国・地域別のシェアで分割すること
により，部門別相手国・地域別輸入マトリクスを作成する。

　（2.2）　mij
RJl =� mi

RJl

∑R mi
RJl
�×�mij

Jl　および　mif
RJl =� mi

RJl

∑R mi
RJl
�×�mij

Jl

　　R（≠Jl） ：��日アジア国際間地域間表における日本以外の国・地域（ASEAN5，
中国，台湾，韓国，米国，その他世界）。

　　mij
RJl� ：��日本の都道府県J lにおける産業 jの海外の国・地域Rにおける産業 i

からの輸入額（ i ,� j=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。
　　mif

RJl� ：��日本の都道府県J lにおける最終需要部門の海外の国・地域Rにおけ
る産業 iからの輸入額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　　mi
Jl� ：��日本の都道府県J lにおける産業 iの輸入額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　各都道府県の部門別相手国・地域別シェア（ mi
RJl 

∑R mi
RJl ）を計算するための部門別・

相手国別輸入額（mi
RJl）は，表2-3に示される通り，税関統計から得ることができる6）。

6）内陸県である栃木（09），群馬（10），埼玉（11），山梨（19），長野（20），岐阜（21），奈良（29）の7県に
ついては，税関支署等が存在しない，あるいは支署等が存在しても取引が存在しないなど，税関統計か
ら輸出入額のデータを得ることができない。そのため，これらの県の各産業の相手国・地域別輸出入シ
ェアは，その県が属する地方の平均的な貿易構造に一致すると仮定し，以下の表に示されるように，そ
の県が属する地方の他の都府県の部門別相手国別輸出入額の合計値から計算されるシェアを適用した。

地　方 貿易データが得られない県 その他の都府県

関　東（J3） 栃木（09），群馬（10），埼玉（11），
山梨（19），長野（20） 茨城（08），千葉（12），東京（13），神奈川（14），新潟（15），静岡（22）

中　部（J4） 岐阜（21） 富山（16），石川（17），愛知（23），三重（24）
近　畿（J5） 奈良（29） 福井（18），滋賀（25），京都（26），大阪（27），兵庫（28），和歌山（30）
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表2-3　各都道府県に所在する税関署

番号 都道府県名 所管税関局 所管支署等

01 北海道 函館 函館本関，稚内支署，根室支署，釧路支署，苫小牧支
署，室蘭支署，小樽支署，札幌支署，千歳支署

02 青森県 函館 青森支署，八戸支署

03 岩手県 函館 釜石支署，大船渡支署

04 宮城県 横浜 仙台塩釜支署，仙台空港支署

05 秋田県 函館 秋田船川支署

06 山形県 東京 酒田支署

07 福島県 横浜 小名浜支署

08 茨城県 横浜 鹿島支署

09 栃木県 横浜 宇都宮出張所（横浜本関山下分庁舎）

10 群馬県 東京 前橋出張所（東京本関）

11 埼玉県 東京 埼玉方面事務所（東京本関）

12 千葉県 横浜 千葉支署（横浜税関）

13 東京都 東京
東京本関，羽田支署，成田支署（東京税関），成田航
空貨物出張所（東京税関），東京航空貨物出張所（東
京税関）

14 神奈川県 横浜 横浜本関，川崎支署，横須賀支署

15 新潟県 東京 新潟支署

16 富山県 大阪 伏木支署�

17 石川県 大阪 金沢支署

18 福井県 大阪 敦賀支署

19 山梨県 東京 山梨政令派出所（東京本関）

20 長野県 名古屋 諏訪出張所

21 岐阜県 名古屋 岐阜政令派出所（名古屋本関）

22 静岡県 名古屋 静岡支署

23 愛知県 名古屋 名古屋本関，豊橋支署，中部空港支署

24 三重県 名古屋 四日市支署

（注）�東京都における成田支署（東京税関），成田航空貨物出張所（東京税関），東京航空貨物出張所
（東京税関）は，所在は千葉県であるが，これら支署および出張所における通関は，千葉県では
なく東京都の貿易額として扱われる。
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番号 都道府県名 所管税関局 所管支署等

25 滋賀県 大阪 滋賀出張所（京都支署）

26 京都府 大阪 京都支署，舞鶴支署

27 大阪府 大阪 大阪本関，堺支署，関西空港支署

28 兵庫県 神戸 神戸本関，尼崎支署，姫路支署

29 奈良県 大阪 （支署等なし）

30 和歌山県 大阪 和歌山支署

31 鳥取県 神戸 境支署

32 島根県 神戸 浜田支署

33 岡山県 神戸 岡山空港支署，水島支署

34 広島県 神戸 福山支署，広島空港支署，広島支署

35 山口県 門司 岩国支署，徳山支署，下関支署

36 徳島県 神戸 小松島支署

37 香川県 神戸 坂出支署，高松空港支署

38 愛媛県 神戸 松山支署，新居浜支署

39 高知県 神戸 高知支署

40 福岡県 門司・長崎
門司本関（門司税関），戸畑支署（門司税関），博多支
署（門司税関），福岡空港支署（門司税関），三池支署
（長崎税関）

41 佐賀県 門司・長崎 伊万里支署（門司税関），佐世保支署（長崎税関）

42 長崎県 門司・長崎 厳原支署（門司税関），長崎本関（長崎税関）

43 熊本県 長崎 八代支署

44 大分県 門司 大分支署

45 宮崎県 門司 細島支署

46 鹿児島県 長崎 鹿児島支署

47 沖縄県 沖縄地区 沖縄地区本関，沖縄支署，那覇空港支署，沖縄地区
分庁舎，石垣支署

（出所）各税関ホームページより筆者作成。

（続き）
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2-3. 部門別相手国・地域別輸出マトリクスの作成
　部門別相手国・地域別の輸出マトリクスについても，輸入マトリクスとほぼ同
様の方法で作成することができる。具体的には，税関統計から得られる輸出額を
用いて以下の（2.3）式により各部門の相手国・地域別シェアを計算することに
より，輸出ベクトルを相手国・地域別に分割し，図2-5に示されるような輸出マ
トリクスを作成する。

　（2.3）　ei
Jl R =� ẽi

Jl R

∑R ẽi
Jl R �×�ei

Jl

　　R（≠Jl）�：��日アジア国際間地域間表における日本以外の国・地域（ASEAN5，
中国，台湾，韓国，米国，その他世界）。

　　ei
Jl R� ：��各都道府県表に計上されている日本の都道府県J lにおける産業 iの

海外の国・地域Rへの輸出額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。
　　ẽi

Jl R� ：��税関統計より得られる日本の都道府県J lにおける産業 iの海外の
国・地域Rへの輸出額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　　ei
Jl� ：��都道府県 J lの産業連関表における産業 iの輸出額（ i=1,2,…,16;�

l=1,2,…,47）。

　（2.3）式における輸出額eとẽは，それぞれ各都道府県表における輸出額と税
関統計から得られる輸出額を示している。これら異なる2つのデータ・ソースか
ら得られる輸出額は，同じ部門の輸出額であっても，必ずしも一致するとは限ら
ない。したがって，表のバランスが崩れることを避けるため，税関統計から得ら

れる輸出額ẽから国別シェア（ ẽi
Jl R

∑R ẽi
Jl R）を�計算し，それを用いて各都道府県表の

輸出ベクトルを相手国別に分割する方法を採った。
　また，輸出は，表の連結に際して相手国の輸入ベクトルによって差し替えられ
るため，輸入の場合とは異なり，需要先（産業部門および最終需要）別の輸出額ま
で求めて相手国・地域別のマトリクスを作成する必要はなく，相手国・地域への
部門別輸出総額を示す列ベクトルのみを作成する（図2-5参照）。
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2-4. 部門別相手地域別移入マトリクスの作成
　国際間地域間表を作成するためには，各都道府県表の相手国・地域別輸入マト
リクスを作成するとともに，さらに移入ベクトルを需要先（産業部門および最終
需要）別に配分し，かつ相手地域（都道府県）別に分割した相手地域別移入マト
リクスを作成する必要がある。配分・分割の手順は，2-2.において説明した部門
別相手国・地域別輸入マトリクスと基本的には同様である。すなわち，まず図

2-5に示される移入ベクトル（列ベクトル）を需要先別の移入マトリクスに変換
した後，相手地域別に分割する。
　輸入マトリクスを作成した場合と同様に，各都道府県が他の都道府県から移入
した財が，域内のどの産業（および最終需要）にどれだけ需要されたかという移
入財の需要構造に関する情報は基本的に得られないため，チェネリー＝モーゼス・
モデルの「移入財と域内財の需要構造は同一である」という地域間交易に関する
仮定に基づき，（2.4）式に示される通り，図2-5における域内中間取引部門と最
終需要部門の合計値に占めるシェアを移入財の需要構造とみなして，移入ベクト
ルにおける各部門の移入額を乗じることにより各部門間の移入財の取引額を求め，
移入マトリクスを作成する。

　（2.4）　dij
Jl�=� z̃ij

Jl

∑j z̃ij
Jl + f̃i

Jl
�×�di

Jl　および　dif
Jl�=� f̃i

Jl

∑j z̃ij
Jl + f̃i

Jl
�×�di

Jl

　　Jl�：� 日本の都道府県（ l=1,2,…,47）
　　dij

Jl�：� �日本の都道府県J lにおける産業 jの他の都道府県における産業 iからの
移入額（ i , j=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　　dif
Jl�：� �日本の都道府県J lにおける最終需要部門 fの他の都道府県における産業

iからの移入額（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。
　　z̃ij

Jl�：� �日本の都道府県J lにおける産業 jの産業 iからの国内で生産された生産
物の投入額（ i , j=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）。

　　f̃i
Jl�：� �日本の都道府県J lにおける産業 iの国内で生産された財の最終需要額

（ i=1,2,…,16;� l=1,2,…,47）
　　di

Jl�：� �日本の都道府県J lの他の都道府県における産業 iからの輸入額（ i=1,2,
…,16;� l=1,2,…,47）。
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　（2.4）式における域内中間取引額 z ̃および域内最終需要額 f̃は，（2.1）式におけ
る中間取引額 zおよび最終需要額 fから，上述の2-2.における作業により輸入投入
が差し引かれたものであることを示す。（2.4）式により作成された移入マトリク
スを，都道府県別に分割する。分割に際しては，やはりチェネリー＝モーゼス・
モデルの地域間交易に関する想定に基づいて，「他地域からの移入財の需要構造は，
相手地域に関わらず同一である」と仮定し，以下の（2.5）式により，各部門の
移入額を都道府県別のシェアで分割することにより，部門別都道府県別輸入マト
リクスを作成する。

　（2.5）　dij
Jk Jl�=� qi

Jk Jl

∑k qi
Jk Jl
�×�dij

Jl　および　dif
Jk Jl�=� qi

Jk Jl

∑k qi
Jk Jl
�×�dij

Jl

　　dij
Jk Jl�：� �日本の都道府県J lにおける産業 jの他の都道府県J kにおける産業 i

からの移入額（ i , j=1,2,…,16;�k , l=1,2,…,47）。
　　dif

Jk Jl�：� �日本の都道府県J lにおける最終需要部門の他の都道府県J kにおける
産業 iからの移入額（ i , j=1,2,…,16;�k , l=1,2,…,47）。

　　qi
Jk Jl�：� �日本の都道府県 J lにおける産業 iの他の都道府県 J kからの移入量

（ i , j=1,2,…,16;�k , l=1,2,…,47）。
　　dij

Jl� ：� �日本の都道府県J lにおける産業 jの他の都道府県の産業 iからの移
入額（ l=1,2,…,47;� i , j=1,2,…,16）。

　各都道府県の部門別移入額を都道府県別に分割するためのシェア（ qi
Jk Jl

∑k qi
Jk Jl
）を

計算するための情報が移入「額」ではなく移入「量」（qi
Jk Jl）となっているのは，

税関統計より部門別相手国・地域別輸入額（mi
RJl）を利用することができた輸入

マトリクス作成の場合と異なり，都道府県別移入額に関する情報は利用できず，
都道府県間の交易量を表す別の情報から都道府県別シェアを計算する必要がある
ためである。
　表2-4は，各部門の都道府県別移入シェアの推計方法をまとめたものである。
表より，「001.農林水産業」から「012.その他の製造業」�までの財取引については，
国土交通省が2015年を対象に実施した『全国貨物純流動調査（物流センサス）』（国
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土交通省�2017）における各品目（85品目）の都道府県間流動量を，章末の付表に
示される対応に基づいて日アジア国際間地域間表の16部門に統合し，各都道府
県の都道府県別移入量シェアを計算した。なお，物流センサスの流動量は，件数
と重量の2種類の単位で計測・公表されているが，より移出入額に近く，実際の
取引量を反映していると思われる重量を用いることとした7）。
　物流センサスは，財の取引のみが対象となっているため，サービス関連部門の
地域間取引に関する情報は得ることができない。したがって，サービス関連部門
については，各産業の性質などを考慮し，表2-4にあるような大胆な仮定の下で
各都道府県からの移入シェアを推計した。表2-4より，「013.電力・ガス・水道」
「014.建設」および「016.サービス業」については，これら産業の都道府県間
の取引額は，各都道府県の経済規模に比例すると仮定し，自地域を除く46都道

表2-4　各部門の都道府県別移入シェアの推計方法

部　門 移入シェアの推計方法�

001�農林水産業
　　　　｜
012�その他の製造業

2015年の物流センサスにおける各品目の都道府県間流動量（重
量）から各部門の都道府県間の移入量シェアを推計。

013�電力・ガス・水道
電力・ガス・水道の都道府県間の取引額は，各都道府県の財・サー
ビスの生産額に比例すると仮定し，自地域を除く46都道府県の域
内生産額（総投入・総産出）シェアに基づいて，移入額を配分する。

014�建設
建設業の都道府県間の取引額は，各都道府県の財・サービスの生
産額に比例すると仮定し，自地域を除く46都道府県の域内生産額
シェア（総投入・総産出）に基づいて，移入額を配分する。

015�商業・運輸

商業および運輸サービスの都道府県間の取引額は，財の移入量（輸
送量）に比例すると仮定し，物流センサスにおける自地域を除く
46都道府県からの移入量（流動量，重量ベース）合計（全85品目）の
シェアに基づいて，移入額を配分する。

016�サービス業
サービス業の都道府県間の取引額は，各都道府県の財・サービス
の生産額に比例すると仮定し，自地域を除く46都道府県の域内生
産額（総投入・総産出）シェアに基づいて，移入額を配分する。

（出所）筆者作成。

7）都道府県間表を作成している他の研究（宮城ほか（2003），石川・宮城（2003），人見・Bunditsakulchai
（2008）など）でも，件数ではなく重量を用いて地域間交易の推計が行われている。
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府県の域内生産額シェアを求め，その比率に従って移入額を配分した8）。「015.
商業・運輸」については，商業および運輸サービスの都道府県間の取引額は，財
の移入量（輸送量）に比例すると仮定し，物流センサスにおける自地域を除く46
都道府県からの移入量（流動量，重量ベース）合計（全85品目）のシェアに基づい
て，移入額を配分し，図2-6に示されるような非競争型の都道府県表を作成した。

2-5. 都道府県間産業連関表（都道府県間表）の作成
　図2-6に示される非競争型の都道府県表を47都道府県について連結することに
より，図2-7に示されるような都道府県間表を作成する。図2-6の都道府県表を
連結して図2-7の都道府県間表を作成した場合，行方向の取引額の合計値（中間
投入＋輸入＋付加価値）と総投入額の間のバランスは維持されるが，各都道府県
表における移出額と移入額は，互いに整合的になるように作成されてはいないた
め，列方向の取引額の合計値（中間需要＋最終需要＋輸出）と総産出額が一致する
保証はない。そのため，RAS法を適用して列方向の誤差を消去することにより，
列方向のバランスを確保した9）。

2-6. 各種マージンの推計と剥ぎ取り
　図2-1のアジア表においては，輸入関税・輸入商品税（Import�Duty�and�
Import�Commodity�Tax,�DT）が独立した行部門として計上されている。また，
アジア表における内生国（対象国）間の取引額は生産者価格で評価されているが，
図2-7の都道府県間表の輸入マトリクスにおける輸入額はCIF価格（卸売価格に運
賃・保険料等を加味した合計額）で評価されている。したがって，図2-7の都道府
県間表を図2-1のアジア表に組み込むためには，各都道府県の輸入にかかるDT
を推計するとともに，内生国・地域であるASEAN5，中国，台湾，韓国，米国
からの輸入については，CIF価格から生産者価格に変更する必要がある。CIF価

8）宮城ほか（2003）では，電力については電力会社のブロック内生産額比率，ガス・熱供給について
は地域別生産額比率，商業および運輸業については物流センサスにおける地域間取引比率，水道・廃
棄物処理および建設については都道府県間の取引はなく「自給率1」と仮定して地域間交易を推計し
ている（宮城ほか�2003,�91）。

9）RASの結果，最終的に残った列方向の誤差は，各都道府県の最終需要で調整することにより，列方向
のバランスを実現した。

24-08-166_007_第02章.indd   4524-08-166_007_第02章.indd   45 2024/11/12   12:01:272024/11/12   12:01:27



46

図
2-

6　
部

門
別

都
道

府
県

別
移

入
マ

ト
リ

ク
ス

の
作

成

域
内

中
間

取
引

（
16

部
門

）

域
内

最
終

需
要

移
出

移
入

（
控

除
）

A
SE

A
N

5
へ

の
輸

出
（

16
部

門
）

中
国

へ
の

輸
出

（
16

部
門

）

台
湾

へ
の

輸
出

（
16

部
門

）

韓
国

へ
の

輸
出

（
16

部
門

）

米
国

へ
の

輸
出

（
16

部
門

）

そ
の

他
世

界
へ

の
輸

出
（

16
部

門
）

域
内

生
産

額

 自
地

域
を

除
く

46
都

道
府

県

他
地
域
1か
ら
の
移
入

（
16
部
門
）

： ；

他
地
域
46
か
ら
の
移
入

（
16
部
門
）

A
SE

A
N

5か
ら

の
輸

入
（

16
部

門
）

： ：

そ
の

他
世

界
か

ら
の

輸
入

（
16

部
門

）

付
加

価
値

域
内

生
産

額

（
出
所
）筆
者
作
成
。

24-08-166_007_第02章.indd   4624-08-166_007_第02章.indd   46 2024/11/12   12:01:272024/11/12   12:01:27



47

第2章　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成

（
出
所
）筆
者
作
成
。

図
2-

7　
都

道
府

県
間

産
業

連
関

表
の

イ
メ

ー
ジ

中
間

需
要

最
終

需
要

輸
出

総
産

出
北

海
道

青
森

県
･･

･
沖

縄
県

北
海

道
青

森
県

･･
･

沖
縄

県
AS

EA
N5

中
国

台
湾

韓
国

米
国

その
他世

界

日
本

北
海

道
･･

･
･･

･
 

青
森

県
･･

･
･･

･
 

： ：
： ：

： ：
･･

･
： ：

： ：
： ：

･･
･

： ：
： ：

： ：
： ：

： ：
： ：

： ：
： ：

沖
縄

県
･･

･
･･

･
 

輸
入

：
A

SE
A

N
5

･･
･

･･
･

 

輸
入

：
中

国
･･

･
･･

･
 

輸
入

：
台

湾
･･

･
･･

･
 

輸
入

：
韓

国
･･

･
･･

･
 

輸
入

：
米

国
･･

･
･･

･
 

輸
入

：
そ

の
他

世
界

･･
･

･･
･

 

付
加

価
値

･･
･

 

総
投

入
･･

･
 

24-08-166_007_第02章.indd   4724-08-166_007_第02章.indd   47 2024/11/12   12:01:282024/11/12   12:01:28



48

格から生産者価格への変更は，日本国内地域のこれら内生国・地域からの輸入額
から，国際運賃・保険料（International�Freight�and�Insurance,�BF）および国内
運賃・国内商業マージン（Trade�and�Transport�Margin,�TTM）を「剥ぎ取る」
ことによって行うことができる。しかし，各都道府県の輸入にかかるこれらのマ
ージンに関する情報を得ることは難しい。そのため，（i）輸入に占める各種マー
ジンの比率は都道府県にかかわらず一定である，（ii）各種マージンの比率は産業
部門間で等しい，という2つの仮定を置き，2015年のアジア表作成に際して推計・
使用したこれらマージン率の全産業平均値を用いることとした10）。処理の手順は
以下の通りである。
　まず，内生国・地域および外生国・地域のすべての輸入マトリクスにDT率を
乗じて輸入にかかる部門別のDTの額を計算して輸入マトリクスから「剥ぎ取り」，
剥ぎ取ったDT額を足し上げたDTベクトル（行ベクトル）を輸入マトリクスと付
加価値の間に計上する（図2-8参照）。
　次に，内生国・地域からの輸入マトリクスにおける取引額（CIF価格）にFI率
を乗じて内生国・地域からの輸入にかかる部門別のFIの額を計算し，輸入マトリ
クスから剥ぎ取ることにより，FOB価格に変換する。また剥ぎ取ったFI額を足
し上げたFIベクトル（行ベクトル）を内生国・地域からの輸入マトリクスと外生国・
地域からの輸入マトリクスとの間に計上する（図2-8参照）。
　最後に，FOB価格評価の内生国・地域からの輸入マトリクスにTTM率を乗じ
ることにより，部門別相手国・地域別のTTM�額を剥ぎ取り，FOB価格から生産
者価格に変換する。剥ぎ取ったTTM額は，各相手国・地域の商業・運輸サービ
スの輸入とみなして，各相手国・地域からの輸入マトリクスにおける「015.商業・
運輸」に足し込む（図2-8参照）。なお，日本の輸入にかかるTTMに関しては，輸
入相手国・地域のマージンに関するデータを用いる必要がある点に注意が必要で
ある。ASEAN5については，ASEAN5そのもののTTMは存在しないため，そこ
に含まれる5カ国（インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイ）
のTTM率に日本のこれら国々からの輸入額シェアを乗じたものを足し上げた加
重平均値を用いた。

10）これら2つの仮定のうち，（i）については，ある程度現実的と思われるが，FIやTTMが産業間で等し
いという（ii）の仮定については，かなり厳しい想定と考えられる。
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2-7. 日本円から米ドルへの変換
　都道府県間表は，日本円で評価されているため，アジア表に組み込むためには，
米ドルに変換する必要がある。そこで，2015年アジア表の作成に際して日本部
分を米ドルに変換するために用いた為替レート（1USドル=121.04円）を用いて
11），都道府県間表を米ドルに変換した。米ドルへの変換により，都道府県間表と
アジア表における日本部分との整合性チェックが可能になる。2015年アジア表
における日本部分は，2015年の一国表から作成されているが，上述の通り，都
道府県間表は2015年の各都道府県表から作成されている。都道府県表は各自治
体で独自に作成されるため，一般に47の都道府県表を合計しても，一国表の値
とは必ずしも一致しない。総生産額（総投入，総産出）を比較したところ，アジ
ア表における日本部分の国内総生産額8兆4089億ドルに対して，都道府県間表
における各都道府県の総生産額の合計は8兆6211億ドルと，2.5％ほど都道府県
間表の総生産額が過大となっている。したがって，都道府県間表のすべての取引
を2.5％縮小することにより，2015年アジア表との整合性の維持を図っている。

2-8. 地域間表（8地方）への統合
　都道府県間表を図2-2に示した8つの国内地域（地方）からなる地域間表に統合
する。日本の国内地域（地方）と各地方に含まれる都道府県は，表2-5の通りで
ある。表2-5における地域区分は，経済産業省が作成・公表した平成17年（2005
年）日本地域間産業連関表（日本地域間表）の地域区分（9地方）のうち，九州と
沖縄をひとつの地方にまとめたものである。表2-5の各地方に含まれる都道府県
は，各地方の経済産業局の管轄区域に基づいている。この分類以外にも，地域区
分には国土地理院地方測量部，総務省管区行政評価局，地方公共団体情報システ
ム機構（J-LIS）などが定めたものなどがあり，機関ごとにその範囲（特に，関東（J3）
および中部（J4）の範囲など）は大きく異なっている。今回は，作成する日アジア
国際間地域間表を用いて分析を行う場合に，比較対象として日本の地域間表を利
用する可能性があることなどを考慮して，表2-5の定義を用いることとした。

11）為替レートは，国際通貨基金による2015年市場レート（年平均値）を使用した。
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2-9. 地域間表とアジア表の連結
　8地域間に統合した地域間表を，図2-1のアジア表における日本部分と差し替
えて連結することにより，図2-2に示される日アジア国際間地域間表を作成する。
連結の結果，投入側（行方向）については，各取引の合計値と総生産額（総投入）
とのバランスが維持されるが，産出側（列方向）については，各取引の合計値と
総生産額（総産出）のバランスが維持されるとは限らない。したがって，RAS法
を適用して産出側の誤差を消去することにより，2015年日アジア国際間地域間
表を完成させる。表2-6は，完成した表の1部門縮約表である（16部門表は補章に
掲載）。総生産額（総投入，総産出）については，2015年アジア表と一致してい
るが，上で述べた通り，RAS法により最終調整を行っているため，中間取引な
ど個々の取引については，必ずしもアジア表の値と一致しているとは限らない点
に注意が必要である。なお，作成した表を用いた日本の各地方とアジアの国々と
の相互依存関係に関する俯瞰的な観察結果や基本的な分析結果については，次の
第3章で詳しく検討する。

表2-5　日本の地域区分

地方名（コード） 都道府県�

北海道（J1） 北海道（01）

東　北（J2） 青森（02），岩手（03），宮城（04），秋田（05），山形（06），福島（07）

関　東（J3） 茨城（08），栃木（09），群馬（10），埼玉（11），千葉（12），東京（13），
神奈川（14），新潟（15），山梨（19），長野（20），静岡（22）

中　部（J4） 富山（16），石川（17），岐阜（21），愛知（23），三重（24）

近　畿（J5） 福井（18），滋賀（25），京都（26），大阪（27），兵庫（28），奈良（29），
和歌山（30）

中　国（J6） 鳥取（31），島根（32），岡山（33），広島（34），山口（35）

四　国（J7） 徳島（36），香川（37），愛媛（38），高知（39）

九州・沖縄（J8） 福岡（40），佐賀（41），長崎（42），熊本（43），大分（44），宮崎（45），
鹿児島（46），沖縄（47）

（注）カッコ内の番号は，総務省による都道府県番号。
（出所）筆者作成。
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おわりに

　本章では，第1章で議論した地域間表の作成方法を利用して，2015年アジア
表の日本部分を8つの国内地域（地方）に分割した2015年日アジア国際間地域間
表を作成した。実際の作成過程で明らかになった最大の課題は，日本部分の分割
に必要な情報は，基本的な行政単位である都道府県レベルで整備されているため，
統合された地方レベルの表を直接作成することは難しく，一旦都道府県間表を作
成しなければならないことである。これは，対象年におけるすべての都道府県の
産業連関表や都道府県間の移出入および輸出入に関する情報が必要であることを
意味している。
　序章で述べた通り，本研究の目的のひとつは，情報が豊富な日本の地域分割を
通じて，国際間地域間表作成に関する知見を蓄積し，アジア表の他の内生国につ
いても地域分割の可能性を探ることであった。実際の作表作業からは，日本と同
水準の情報を他国についても得ることは極めて難しく，他の内生国についても国
内地域に分割し，国際間地域間表を作成するハードルは非常に高いと思われる。
　しかしながら，国際間地域間表をシステマティックに作成するひとつの方法を
提示するとともに，必要な情報を明らかにできたことには，今後の拡張に向けて
一定の意義があったと思われる。
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0
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方
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中
間
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A
SE
A
N
5

中
国

台
湾
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国

日
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北
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道
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9

1,
21
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1
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1,
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0
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2
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3
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6

9,
03
5,
67
6

48
9,
85
3

1,
40
4,
12
1

17
,0
45
,4
97

総
投

入
4,

65
6,

43
7

27
,1

83
,0

26
1,

13
6,

34
1

3,
38

9,
05

4
30

,8
20

,8
49

表
2-

6　
20

15
年

日
本

ア
ジ

ア
国

際
間

地
域

間
産

業
連

関
表（

1部
門

縮
約

表
）（

続
き

）

（
出
所
）補
章

表
S-

3よ
り
作
成
。

（
単
位
：
百
万
米
ド
ル
）

24-08-166_007_第02章.indd   5424-08-166_007_第02章.indd   54 2024/11/12   12:01:292024/11/12   12:01:29



55

第2章　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成

最
終
需
要
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縄
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最
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他
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出
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産
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SE
A
N
5

中
国

台
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米
国

日
本
：
北
海
道
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16
9

73
0

12
4

14
0
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7
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6,
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7

日
本
：
東
北
地
方

45
0
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9

51
9,
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9
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方
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0
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0
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8
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5
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28
2
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4,
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縄
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第2章　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成

2015年奈良県産業連関表の延長推計補論

　表2-2に示される通り，奈良県を除く46の都道府県に関しては，対象年である
2015年の都道府県表が作成されているが，奈良県については，利用可能な直近
の産業連関表が2011年となっている。したがって，何らかの方法で2015年の奈
良県産業連関表（奈良県表）を推計する必要がある。そこで，RAS法により2011
年の奈良県表から2015年への延長推計を行った。以下では，実際に行った延長
推計の方法について説明する。

A-1. 延長推計に必要なデータ（外生値） 
　まず，RAS法による延長推計に必要なデータについて説明する。
　図A-1は，RAS法による延長推計を行う場合に最低限収集・推計する必要があ
る対象年の情報を示したものである。外側の影付きの部分が，延長推計に必要な
情報を示している。図A-1に示す通り，RAS法により延長推計を行う場合は，対
象年である2015年の域内生産額（総投入，総産出）のほか，最終需要，移出，移入，
輸出，輸入，付加価値の合計値が必要となる。
　また，網掛でハイライトしてある最終需要と付加価値の部分は，影付きの合計
値のみならず，部門別項目別の取引額に関する情報が得られたことを示している。

A-2. データ・ソースと外生値の推計方法
　表A-1は，図A-1に示される外生値を推計するために用いたデータと，推計方
法をまとめたものである。表A-1に示す通り，輸出入額以外のデータは，奈良県
が作成・公表している県民経済計算より得ることができる。ただし，県民経済計
算は年度ベースのデータであり，暦年データである産業連関表に県民経済計算の
数値をそのまま用いることはできない。そこで，各外生値について，県民経済計
算における2011年度から2015年度の伸び率を求め，暦年の伸び率も年度の伸び
率と等しいとみなして2011年（暦年）の奈良県表の各外生値に乗じることにより，
2015年（暦年）の各外生値を推計した。
　付加価値については，県民経済計算より中間投入額の情報が利用可能であった
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ため，推計した2015年の県内生産額から中間投入額を差し引くことにより，部
門別付加価値額を推計した。その上で，2015年度の県民経済計算における部門
別項目別付加価値額（年度ベース）の情報を用いて，各部門の付加価値額を項目
別に分割した。なお，県民経済計算からは，製造業（部門001 ～ 012）の付加価
値については，製造業全体の項目別合計値と業種別の合計値しか得られないため，
2011年奈良県表のこの部分の構造を用いてRAS法を適用し，2015年の付加価値
額を推計した。
　最終需要については，県民経済計算より部門別項目別合計値が得られるため，
付加価値と同様，2011年奈良県表のこの部分の構造を用いてRAS法を適用し，
すべての最終需要取引を推定した。
　移出入額については，奈良県の県民経済計算では純移出入額のみが利用可能で
あり，移出額，移入額の情報は得られないため，2011年から2015年の純移出入
額の伸び率を，2011年奈良県表の移出額合計および移入額合計に乗じて2015年
（暦年）の値を推計した。
　奈良県の輸出入額については，本文中で述べた通り，税関統計から直接得るこ
とはできない。一方で，奈良県を含む近畿圏（2府4県：大阪，京都，滋賀，和歌山，
奈良，兵庫）の輸出入額については，大阪税関より公表されている。そこで，奈
良県の輸出入額は，近畿圏の輸出入額に比例すると仮定し，2011年から2015年

図A-1　RAS法の適用に必要なデータ

中間取引
（16部門）

域内
最終
需要

移出
移入

（控除）
輸出

輸入
（控除）

域内
生産額

付加価値
付加
価値計

域内生産額
最終
需要計

移出計 移入計 輸出計 輸入計

（注1）図の影付きの部分は，最低限必要な外生値データである。
（注2）�図の網掛けの部分（付加価値，域内最終需要）は，外生値以外に2015年の値が推計可能で

あった部門である。
（出所）筆者作成。
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表A-1　外生値の推計方法

（出所）筆者作成。

外生値 データ・ソース 推計方法

⑴��部門別県
内生産額

奈良県民経済計算
2011年奈良県表

・�県民経済計算の金額は年度ベースのため，直接は利用でき
ない。

・�2011年度から2015年度の伸び率を，2011年奈良県表の
県内生産額に乗じて2015年（暦年）の値を推計。

⑵��部門別中
間投入額
合計

奈良県民経済計算
2011年奈良県表

・�県民経済計算の金額は年度ベースのため，直接は利用でき
ない。

・�2015年度の部門別県内生産額に対する中間投入比率を計
算し，⑴で求めた2015年（暦年）の部門別県内生産額に乗
じて部門別中間投入額の合計値を推計。

⑶��部門別項
目別付加
価値額

奈良県民経済計算
2011年奈良県表

・�県民経済計算の金額は年度ベースのため，直接は利用でき
ない。

・�2015年度の部門別項目別付加価値額より，部門ごとに項
目別構成比を計算。

・�⑴から⑵を差し引いて，2015年（暦年）の部門別付加価値
額合計を求め，項目別構成比を乗じることにより，2015
年（暦年）の項目別付加価値額を計算。

・�県民経済計算においては，製造業全体（003～012）の項目別
付加価値額しか得られないため，この範囲にRAS法を適用
することにより，製造業の部門別項目別付加価値額を推計。

⑷��部門別項
目別最終
需要額

奈良県民経済計算
2011年奈良県表

・�県民経済計算の金額は年度ベースのため，直接は利用でき
ない。

・�2011年度から2015年度の伸び率を，2011年奈良県表の
部門別最終需要額合計および項目別最終需要額合計に乗
じて2015年（暦年）の値を推計。

・�部門別項目別最終需要額を推計するため，この範囲にRAS
法を適用することにより，部門別項目別最終需要額を推計。

⑸��移出入額
合計

奈良県民経済計算
2011年奈良県表

・�県民経済計算の金額は年度ベースのため，直接は利用でき
ない。

・�また，県民経済計算からは，純移出入額のみが利用可能で
あり，移出額，移入額の情報は得られない。

・�2011年度から2015年度の純移出入額の伸び率を，2011
年奈良県表の移出額合計および移入額合計に乗じて2015
年（暦年）の値を推計。

⑹��輸出入額
合計 財務省税関統計

・�奈良県の輸出入額は，税関統計から直接得ることはできな
い。

・�近畿圏（2府4県）の輸出入額は税関統計より得られる。
・�奈良県の輸出入額は，近畿圏の輸出入額に比例すると仮定
し，2011年から2015年の近畿圏の輸出入の伸び率を
2011年表の輸出入額に乗じて2015年の値を推計。
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の近畿圏の輸出入額の伸び率を2011年奈良県表の輸出入額に乗じて2015年の奈
良県の輸出額および輸入額を推計した。

A-3. RASによる延長推計
　A-2.で収集・推計した外生値データを用いて，2011年奈良県表から2015年奈
良県表への延長推計を行った。RAS法を適用したのは，図A-1の網掛け部分以外
である。すなわち，付加価値および最終需要については，すべての取引額を推計
することができたため，RASから除外している。
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第2章　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表の作成

付表　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表部門分類と物流センサス品目分類の対応表

TIIO（16部門） 物流センサス（85品目）
001 農林水産業 1

2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14

麦
米
雑穀・豆
野菜・果物
羊毛
その他の畜産品
水産品
綿花
その他の農産品
原木
製材
薪炭
樹脂類
その他の林産品

002 鉱業・採石業 15
16
17
18
19
20
21
22
23

石炭
鉄鉱石
その他の金属鉱
砂利・砂・石材
石灰石
原油・天然ガス
りん鉱石
原塩
その他の非金属鉱物

003 食品・飲料・たばこ 57
58
59

砂糖
その他の食料工業品
飲料

004 繊維製品 55
56
62

糸
織物
衣服・身の回り品

005 その他の軽工業 53
54
60
64
65
66

パルプ
紙
書籍・印刷物・記録物
家具・装備品
その他の日用品
木製品

006 化学製品 40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
67

重油
揮発油
その他の石油
LNG・LPG
その他の石油製品
コークス
その他の石炭製品
化学薬品
化学肥料
染料・顔料・塗料
合成樹脂
動物性油脂
その他の化学工業品
ゴム製品

（出所）筆者作成。
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TIIO（16部門） 物流センサス（85品目）
007 非金属製品 25

34
35
36
37
38
39

非鉄金属
セメント
生コンクリート
セメント製品
ガラス・ガラス製品
陶磁器
その他の窯業品

008 金属製品 24
26

鉄鋼
金属製品

009 一般機械 27
32
33

産業機械
精密機械
その他の機械

010 電気機械 28 電気機械
011 輸送機械 29

30
31

自動車
自動車部品
その他の輸送機械

012 その他の製造業 61
63
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85

がん具
文房具・運動娯楽用品
その他の製造工業品
廃自動車
廃家電
金属スクラップ
金属製容器包装廃棄物
使用済みガラスびん
その他容器包装廃棄物
古紙
廃プラスチック類
燃え殻
汚泥
鉱さい
ばいじん
その他の産業廃棄物
動植物性飼肥料
金属輸送用容器
その他の輸送用容器
取り合せ品

付表　2015年日本アジア国際間地域間産業連関表部門分類と物流センサス品目分類の対応表（続き）　

（出所）筆者作成。
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